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ごあいさつ
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令和２年３月

　那珂川市では、平成28年３月に「那珂川町まち・ひと・しごと創生－人口ビジョン・

総合戦略」を策定し、市内で働くことができる環境整備をはじめ、農業分野および

林業分野における産業振興、子育てしやすいまちづくり、中山間地域という自然

豊かな環境での暮らしを促す移住促進施策、観光施策などを推進してまいりました。

　このたび策定いたしました「第２期那珂川市まち・ひと・しごと創生－人口ビジョン・

総合戦略」は、第１期「総合戦略」の取り組みを切れ目なく推進していくことと

合わせ、SDGs（持続可能な開発目標）やSociety5.0の実現など新しい時代の

潮流、多様な人材の活躍を紐付けた、令和２年度から６年度までの計画（地方

版総合戦略）です。

　国は、それぞれの地域で住みよい環境を確保し、将来にわたって活力ある社会

を維持することを目的に、少子高齢化による人口減少の急速な進行および東京圏

への一極集中傾向の継続是正のほか、新たに地方移住の裾野を広げる「関

係人口」の創出・拡大などについて、第２期における地方創生の取り組むべき施

策として位置付けております。

　本市の財産である豊かな自然をはじめとした様々な魅力について、市民の皆さ

まと共に磨きをかけ発信し続けることで、人口減少の克服、東京圏への一極集中

是正につなげ、市制施行後の更なる機運向上から、市全体を発展させていきたい

と考えております。

　終わりに、本計画の策定にあたり、審議いただきました那珂川市地方創生推進

委員会委員の皆さまをはじめ、市議会議員各位、関係された皆さまに深く感謝し、

心からお礼申し上げます。

　今後とも、皆さまの一層のご理解とご協力をお願いいたします。

エスディージーズ ソサイエティ
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Ⅰ．人口ビジョンの位置付け

人口ビジョンは、まち・ひと・しごと創生法に基づく総合戦略の策定に

あたり、まち・ひと・しごと創生の実現に向けて効果的な施策を企画立

案するための重要な基礎検討として位置付けるものです。

この人口ビジョンは、那珂川市における人口の現状分析、将来推計を

行い、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示すものです。

Ⅱ．対象期間

人口ビジョンの対象期間は、長期的な視野に立った展望を行うため、

国の長期ビジョンの期間と同様に令和42（2060）年としますが、中期

的（令和22（2040）年）な将来人口推計に重点を置きます。なお、

国の方針転換や社会経済動向の変化など、人口に大きな影響を与え

る要因があった場合などにおいては、適宜見直しを行うものとします。

第1部 人口ビジョン Ⅰ．人口ビジョンの位置付け～Ⅲ．人口の現状分析
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那珂川市の総人口は増加基調にありますが、50,000人を突破以降、人口増加が鈍化しています。

●那珂川市の総人口（住民基本台帳人口）は、昭和50（1975）年以降、急速に人口増加が進み、平成26（2014）年に 
50,000人に達しました。その後、平成27（2015）年以降50,300人前後で横ばいの傾向が続いています。

●国勢調査でみると、平成27（2015）年調査では、50,004人となっています。

Ⅲ．人口の現状分析

（1） 総人口の推移

時系列による人口動向１

【資料】住民基本台帳

■総人口の推移（住民基本台帳）各年9月30日時点
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【DID（人口集中地区）人口の推移と市全域における割合】

那珂川市は、市街地での人口増加が進み、中山間部との人口格差が広がっています。　

●平成27（2015）年の国勢調査でみると、市街地のＤＩＤ（人口集中地区）の人口は急速な増加が進んでおり、市全域の人口
を占める割合が高くなっています。

●一方、行政区別の人口の推移でみると中山間部の地区では、人口減少が続いており、市街地と中山間部の人口格差が広
がっています。

（2） 地区別人口の推移

第1部 人口ビジョン Ⅲ．人口の現状分析

【資料】総務省「国勢調査」／住民基本台帳

■総人口の推移（国勢調査と住民基本台帳の比較）
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■行政区別人口の推移

【資料】住民基本台帳（各年９月３０日現在）

0 
425 
250 
508 
248 
197 
237 
424 
611 
632 

1,193 
811 

1,138 
2,969 
1,743 
2,789 
2,083 

726 
1,610 
1,375 

344 
753 
347 

1,863 
2,091 

473 
412 
714 
655 
167 

2,586 
2,611 
4,560 
3,897 
4,525 

273 
1,484 
2,402 

0 
421 
246 
495 
253 
189 
229 
419 
590 
641 

1,182 
776 

1,135 
2,998 
1,753 
2,730 
2,094 

728 
1,671 
1,428 

342 
731 
354 

1,815 
2,090 

474 
401 
721 
650 
151 

2,580 
2,585 
4,566 
3,914 
4,543 

260 
1,800 
2,417 

0 
416 
250 
482 
259 
179 
233 
408 
597 
633 

1,161 
770 

1,137 
3,069 
1,753 
2,720 
2,105 

759 
1,661 
1,413 

332 
736 
338 

1,848 
2,106 

493 
400 
722 
653 
151 

2,540 
2,563 
4,523 
3,867 
4,588 

215 
1,799 
2,429 

0 
404 
252 
464 
256 
194 
221 
397 
582 
634 

1,137 
777 

1,117 
3,118 
1,764 
2,753 
2,125 

730 
1,668 
1,451 

329 
742 
338 

1,889 
2,107 

485 
396 
705 
656 
158 

2,498 
2,558 
4,523 
3,855 
4,723 

89 
1,794 
2,375 

0 
403 
253 
420 
256 
194 
208 
384 
561 
632 

1,114 
756 

1,140 
3,207 
1,756 
2,848 
2,139 

753 
1,642 
1,501 

329 
731 
338 

1,871 
2,075 

472 
399 
718 
652 
185 

2,512 
2,589 
4,521 
3,864 
4,749 

3 
1,790 
2,360 

0.0%
-5.2%

1.2%
-17.3%

3.2%
-1.5%

-12.2%
-9.4%
-8.2%

0.0%
-6.6%
-6.8%

0.2%
8.0%
0.7%
2.1%
2.7%
3.7%
2.0%
9.2%

-4.4%
-2.9%
-2.6%

0.4%
-0.8%
-0.2%
-3.2%

0.6%
-0.5%
10.8%
-2.9%
-0.8%
-0.9%
-0.8%

5.0%
-98.9%

20.6%
-1.7%

H27 (2015) H28 (2016) H29 (2017) H30 (2018) R1 (2019)
H27(2015)-R1(2019)

%
五 ケ 山
市 ノ 瀬
埋 金
不 入 道
成 竹
寺 倉
南 面 里
西 畑
別 所
井 尻
山 田
西 隈
後 野
道 善
恵 子
片 縄 谷 口
片 縄 内 田
片 縄 観 音 堂
下 片 縄
下 片 縄 西
片 縄 今 池
片 縄 新 町
片 縄 緑
片 縄 浦 ノ 原
片 縄 丸 ノ 口
片縄ときわ台
上 梶 原
下 梶 原
安 徳
東 隈

仲
五 郎 丸
松 木
今 光
中 原
向 原
松 原
王 塚 台

行政区



5

生産年齢人口が減少に転じる一方、老年人口が増加し、高齢化が進んでいます。　

●国勢調査でみると、那珂川市では総人口の伸びに比例して、生産年齢人口も増加を続けていましたが、平成27（2015）年
の調査では、減少に転じています。

●一方、老年人口の増加が進んでおり、平成27（2015）年の調査では、高齢化率が20％を超えています。

（3） 年齢3区分別人口の推移

第1部 人口ビジョン Ⅲ．人口の現状分析

■年齢３区分別人口数の推移

【資料】総務省「国勢調査」
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【資料】総務省「国勢調査」

■人口ピラミッド

6

●人口ピラミッドでみると、平成12（2000）年の国勢調査では、男女ともに「25-29歳」「50-54歳」の年齢階層が多い人口
構造でしたが、平成27（2015）年では「40-44歳」「65－69歳」を中心に中高年層の人口が多い人口構造へと変化してい
ます。
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自然動態は増加が続いていますが、直近の出生数は微減傾向にあります。

社会動態は平成23（2011）年以降、転出数が転入数を若干上回る傾向が続いています。

●那珂川市の自然動態は、20～30代の人口増加を背景に出生数が死亡数を上回る自然増を継続しています。出生数は直
近3年間では微減傾向にあります。

●那珂川市の社会動態は、平成23（2011）年から転出数が転入数を上回る社会減が続いていましたが、近年は転入数、転出
数が均衡している状況となっています。

（4） 出生・死亡、転入・転出の推移

第1部 人口ビジョン Ⅲ．人口の現状分析

【資料】総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

■那珂川市の出生・死亡数、転入・転出数の推移
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社会増減の推移が総人口の推移に大きく影響を及ぼしています。

●自然動態（縦の動き）は平成6（1994）年～平成12（2000）年にかけては400～500人台で推移していましたが、平成22
（2010）年以降は１００～３００人台に減少しています。
●社会動態（横の動き）は、平成6（1994）年～平成7（1995）年にかけては大幅な増加となっていましたが、その他の年では 
平成11(1999)年に減少に転じて以降、増減をくりかえしています。

（5） 総人口の推移に与えてきた自然動態・社会動態の影響

【資料】「平成30(2018)年福岡県の人口と世帯年報」

■総人口に与えてきた自然動態と社会動態の影響
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第1部 人口ビジョン Ⅲ．人口の現状分析

那珂川市の合計特殊出生率は県平均を上回るかたちで推移しており、

直近では1.71となっています。

●那珂川市の合計特殊出生率の推移をみると、県平均を上回る数値で推移していますが、減少傾向にあります。平成20
（2008）年～平成24（2012）年の数値では1.71となり、微増しています。

（6） 合計特殊出生率の推移

【資料】厚生労働省「人口動態統計」

■合計特殊出生率の推移
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那珂川市では「20-29歳→25-34歳」の人口移動の増加が顕著になっています。

●那珂川市の年齢階級別の純移動数の推移をみると、「20-29歳→25-34歳」の人口移動が多く、人口増加の中心層となっ
ていましたが、その移動数は減少傾向となっています。

●「10-19歳→15-24歳」は平成7（1995）年までは移動者がプラスでしたが、平成7（1995）年以降はマイナスに転じてい
ます。

（7） 年齢階級別の人口移動の状況

【資料】総務省「国勢調査」

■年齢階級別人口移動の状況の長期的動向
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第1部 人口ビジョン Ⅲ．人口の現状分析

福岡市との人口移動が最も多く、次いで近隣の春日市・大野城市が多くなっています。

●福岡県内での人口移動の状況をみると、全体では転出数が転入数をわずかに上回っていますが、転入・転出が最も多い福
岡市では転入数が転出数を上回っており、都市近郊の良質な住宅地の「ベッドタウン」として選ばれるまちとなっています。

●福岡市以外との転入・転出先として、近隣の春日市、大野城市が多く、大野城市は転出数が上回っています。
●福岡県外との人口移動の状況をみると、九州圏からの転入が多くなっています。転出先は、九州圏のほか、東京都、大阪府
などの大都市圏への流出がうかがえます。

（8） 市町村別の人口移動の状況　（平成22（2010）年～平成27（2015）年にかけての5年間）

■福岡県内自治体の人口移動の状況（主な転入・転出先）

■都道府県別人口移動状況（上位10位）

総数（単位：人）

235
173
170
150
124
114
102
100
96
94

転入元
都 道 府 県 名
長 崎 県
熊 本 県
佐 賀 県
東 京 都
鹿 児 島 県
大 阪 府
大 分 県
広 島 県
神 奈 川 県
千 葉 県

総数（単位：人）

-202
-189
-175
-173
-172
-138
-121
-115
-102
-108

転出先
都 道 府 県 名
東 京 都
佐 賀 県
熊 本 県
大 阪 府
長 崎 県
大 分 県
鹿 児 島 県
神 奈 川 県
埼 玉 県
宮 崎 県

転入：  57
転出：-68

糸島市

転入：  95
転出：-81

久留米市

転入： 108
転出：-168

筑紫野市
転入：  77
転出：-166

太宰府市

転入：  233
転出：-389

大野城市

転入：  879
転出：-864

春日市転入：  168
転出：-179

北九州市
転入：  2,476
転出：-2,194

福岡市

那珂川市

【資料】総務省「平成27（2015）年国勢調査」

【資料】総務省「平成27（2015）年国勢調査」

転入者（1,000人以上）

転入者（200人以上）

転入者（200人未満）

転出者（-1,000人以上）

転出者（-200人以上）

転出者（-200人未満）

県内市町合計
転入： 4,571
転出：-4,734
その他県外
転入： 2,024
転出：-2,291
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男女ともに20代、30代の人口移動が多い傾向となっています。

●平成22（2010）年→平成27（2015）年の性別・年齢階層別人口移動をみると、男女ともに「25～29歳→30～34歳」で
大幅な転入超過となっており、女性は「20～24歳→25～29歳」でも転入超過になっています。転入超過の要因としては、
福岡都市圏への就職や転勤、結婚に伴うＵターンによる転入の影響が考えられます。

●一方、男女ともに「15～19歳→20～24歳」で大幅な転出超過となっており、要因として、市外の学校への就学、企業への
就職に伴う転出が影響していると考えられます。

（1） 直近の性別・年齢階級別の人口移動の状況

年齢階級別の人口動向2

■性別・年齢階級別人口移動の推移（平成22（2010）年～平成27（2015）年の推移）
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【資料】総務省「平成27（2015）年国勢調査」
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第1部 人口ビジョン Ⅲ．人口の現状分析

長期的にみると男女ともに20代、30代の転入超過の傾向は鈍化しています。

●年齢階級別人口の純移動数をみると、「20～24歳→25～29歳」「25～29歳→30～34歳」で転入超過となっています
が、直近の「平成22（2010）年→平成27（2015）年」では転入数が減少しており、転入超過の傾向は鈍化しています。

（2） 年齢階級別の人口移動の状況の長期的動向

■年齢階級別人口移動の推移

【資料】総務省「国勢調査」
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①事業所数・従業員数

卸売業・小売業、建設業が事務所数、従業員数ともに多くなっています。

●平成28（2016）年の経済センサスから、産業別事業所数、従業員数をみると、卸売業・小売業、建設業が事務所数、従業員
数ともに多くなっています。

●産業別付加価値額と特化係数(付加価値額)をみると、いずれも卸売業・小売業が最も多くなっています。

（1） 那珂川市の産業人口

産業構造と人口動向3

【資料】平成28（2016）年総務省「経済センサス」 
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第1部 人口ビジョン Ⅲ．人口の現状分析

②男女別年齢階層別産業人口

男性では「建設業」、女性では「医療、福祉」の産業人口が多くなっています。

●平成27（2015）年の国勢調査から、男女別年齢階級別産業人口をみると、男女ともに「卸売業・小売業」が多く、男性では
「建設業」「運輸業」女性では「医療、福祉」が多くなっています。
●農林業における60歳以上が約6割を占めており、高齢化が進んでいることがうかがえます。

（1） 那珂川市の産業人口

【男女別年齢階層別産業人口の状況】

【資料】平成27（2015）年総務省「国勢調査」 
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宿泊業飲食業（女性）

生活関連サービス業，娯楽業（男性）

 生活関連サービス業，娯楽業（女性）

教育，学習支援業（男性）

教育，学習支援業（女性）

医療，福祉（男性）

医療，福祉（女性）

（人）
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30～39歳
40～49歳
50～59歳
60～69歳
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福岡市に通勤する流出人口が多く、

那珂川市へ通勤する流入人口は福岡市に次いで春日市も多くなっています。

●那珂川市と他市区町村との間の通勤流動について見てみると、福岡市が流入・流出ともに最も多く、福岡市に通勤する市
民は9,712人となっています。

●福岡市に次いで、春日市への通勤流動が高くなっており、那珂川市へ通勤する流入人口が流出人口を上回っています。
●全体でみると通勤流動人口は流出が約7,000人多くなっています。

（2） 那珂川市と他市町村間の通勤流動

■福岡県内自治体の通勤流動の状況（主な通勤流入・流出先）

流入：    70
流出：-123

久留米市

流入： 276
流出：-313

筑紫野市

流入：  255
流出：-262

太宰府市

流入：  642
流出：-741

大野城市

流入：  1,840
流出：-1,298

春日市流入：  　40
流出：-107

北九州市
流入： 3,013
流出：-9,712

福岡市

那珂川市

【資料】平成27（2015）年総務省「国勢調査」

流入者（1,000人以上）

流入者（200人以上）

流入者（200人未満）

流出者（-1,000人以上）

流出者（-200人以上）

流出者（-200人未満）

那珂川市の通勤流動
全体合計
流入：   7,057
流出：-14,004
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第1部 人口ビジョン Ⅳ．将来人口推計 Ⅴ．めざす人口の将来展望

Ⅳ．将来人口推計

（1） 社人研による総人口推計

将来人口推計１

【社人研の人口推計の概要】

基準年

推計年

概要

出生に関する
仮定

死亡に関する
仮定

移動に関する
仮定

平成27（2015）年（国勢調査人口）

令和2（2020）年～令和37（2045）年

平成22（2010）年→平成27（2015）年の人口の動向を勘案し、将来の人口を推計。

原則として、平成27（2015）年の全国の子ども女性比（15～49歳女性人口に対する0～4
歳人口の比）と各市町村の子ども女性比との比をとり、その比が平成27（2015）年以降令
和32（2040）年まで一定として市町村ごとに仮定。

原則として、55～59歳→60～64歳以下では市町村間の生残率の差は極めて小さいた
め、全国と都道府県の平成22（2010）年→平成27（2015）年の生存率を都道府県内市町
村に対して一律に適用。 
60～64歳→65～69歳以上では 同じ都道府県に属する市町村間においても生存率の差
が大きく、将来人口推計に対しておよぼす影響も大きくなるため、上述に加えて都道府県
と市町村の平成17（2005）年→平成22（2010）年の生存率の比から算出される生存率を
市町村別に適用。

原則として、平成22（2010）年→平成27（2015）年の国勢調査（実績）に基づいて算出さ
れた純移動率が、平成27（2015）年→令和2（2020）年にかけて定率で0.5倍に縮小し、
その後はその縮小させた値を一定として仮定。

■社人研による総人口推計

H22
（2010）

H27
（2015）

R2
（2020）

R7
（2025）

R12
（2030）

R17
（2035）

R22
（2040）

R27
（2045）

40,000

42,000

44,000

46,000

48,000

50,000

52,000
50,003 50,004 49,917 49,511 48,875

48,041
47,070

46,010

（人）

●社人研の「日本の地域別将来人口推計（平成30（2018）年推計）」による総人口の推計は以下のとおりとなっています。
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Ⅴ．めざす人口の将来展望

人口動向分析からみた現状課題と展望１

①子育て世代の更なる人口増加による社会増・自然増の維持・向上

これまでの那珂川市の総人口の増加は、福岡市に近接するアクセス環境の優位性のもと、子育て世代を中心とした転
入超過による社会増とそれに伴う安定した出生数による自然増によって支えられており、都会の利便性と豊かな自然
空間のバランスがとれたまちの魅力が子育て世代の転入の要因となっていると考えられます。
今後、これらのまちの魅力の発信と安心して子育てのできる環境の充実により、子育て世代に移住先として「選ばれる
まち」としての認知度を高めていくことが求められます。

②市街地と中山間部の人口構造の2極化に対応した地域づくりの推進

那珂川市の人口の増加基調は市街地に集中しており、中山間部は人口が減少しているという人口構造の2極化が進ん
でいるため、市全体の人口構造を安定させることと合わせ、地域コミュニティ活動が衰退することがないよう、地域に
応じた対策が必要となっています。
今後、進展する超高齢社会を見据え、第１次産業などの就業者の確保をはじめとした職住一体による定住人口の増加
を目指し、自然や農業などの優位資源を活かしたさまざまな交流活動や関係人口への取組を進めることで、自然と共
生する暮らしへ関心をもつ市外者の移住のきっかけをつくっていくことが重要となっています。

③市内での仕事の創出による職住近接の推進

これまでの那珂川市の人口は、福岡市に近接する立地環境による「ベッドタウン」として社会増の影響が大きくみられ
ました。しかし、福岡市の人口が将来的に減少に転じることが予測される中、「ベッドタウン」としての機能だけでは、安
定した人口を維持できない可能性があります。今後は、企業誘致や創業者の育成などにより、市内における安定した雇
用を生む産業を創出し、職住近接による定住環境をつくっていくことが求められます。

●人口動向分析の結果をふまえ、那珂川市が将来にわたって安定した人口を維持していくためには、以下のような課題・展
望に基づく対策などの検討が必要であると考えられます。
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第1部 人口ビジョン Ⅴ．めざす人口の将来展望

●第2期人口ビジョンにおける人口の将来展望を考えるにあたっては、第1期人口ビジョンと同様に「地方人口ビジョンの策
定のための手引き」に基づき推計を行いました。

●また、移動に関して、第1期人口ビジョンの将来展望人口の仮定に加え、市街地開発などの土地利用に関する施策などの効
果による社会増を加え分析を行っています。

（1） 将来展望人口推計の考え方

人口の将来展望2

■人口推計とシナリオ

社人研（比較資料） 現在の出生率を勘案して算定 現在の移動率がゼロ（均衡）で推移すると仮定

2025年までに出生率1.8、
2035年に2.07に上昇する仮定 現在の移動率がゼロ（均衡）で推移すると仮定

2025年までに出生率1.8、
2035年に2.07に上昇する仮定 第1期仮定に、施策などの効果による社会増を付加

出生に関する仮定 移動に関する仮定

第1期将来展望人口
（比較資料）

第2期将来展望人口
（市シミュレーション）

■シナリオに基づく那珂川市の人口推計（住民基本台帳版）

社人研（比較）

第1期将来展望人口
（比較）

実績値
（各年10.1時点）

第2期将来展望人口
（市シミュレーション）

H22
(2010)年

50,003

50,003

50,003

50,003

50,004

50,126

50,126

50,126

49,917

50,714

50,305

49,511

50,867

51,237

48,875

50,727

51,705

48,041

50,470

51,674

47,070

50,164

51,304

46,010

49,833

50,916

 

49,342

50,467

 

48,674

49,864

 

47,719

48,994

H27
(2015)年

R2
(2020)年

R7
(2025)年

R12
(2030)年

R17
(2035)年

R22
(2040)年

R27
(2045)年

R32
(2050)年

R37
(2055)年

R42
(2060)年
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●第2期人口ビジョンの将来展望人口は、満足度の高い子育て支援の環境づくりと都市開発による都市圏からの若年層・若
年世帯の移住を促進することで、合計特殊出生率2.07を目指し、中長期的な人口の展望として、令和12（2030）年には
51,705人、令和42（2060）年には48,994人の人口規模を設定します。

（2） 将来展望人口の設定

【第2期将来展望人口】

令和12（2030）年　　　         人

令和42（2060）年 　        　　人

51,705
48 ,994

【第2期将来展望人口の推移（社人研推計人口及び第1期将来展望人口との比較）】

53,000

52,000

51,000

50,000

49,000

48,000

47,000

46,000

45,000
H27

(2015)年
R2

(2020年)
R7

(2025)年
R12

(2030)年
R17

(2035)年
R22

(2040)年
R27

(2045)年
R32

(2050)年
R37

(2055)年
R42

(2060)年

（人） 第2期将来展望人口（市シミュレーション） 第1期将来展望人口（比較） 社人研（比較）

50,867

47,719

48,994
49,511

H22
(2010)年

51,237
51,705 51,674
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第1部 人口ビジョン Ⅴ．めざす人口の将来展望

■第2期将来展望人口の人口ピラミッド（住民基本台帳版）

■R42(2060)年

（人）
3,000 2,000 1,000 1,000 2,000 3,0000 0

90歳以上
85～89歳
80～84歳
75～79歳
70～74歳
65～69歳
60～64歳
55～59歳
50～54歳
45～49歳
40～44歳
35～39歳
30～34歳
25～29歳
20～24歳
15～19歳
10～14歳
5～9歳
0～4歳

535
1,030
1,206
1,283
1,097
942

1,170
1,327
1,481
1,402
1,231
1,284
1,335
1,381
1,362
1,374
1,374
1,343
1,312

1,557
1,554
1,662
1,495
1,281
1,068
1,202
1,353
1,485
1,397
1,200
1,228
1,274
1,316
1,296
1,306
1,306
1,277
1,247

■R32(2050)年

（人）
3,000 2,000 1,000 1,000 2,000 3,0000 0

90歳以上
85～89歳
80～84歳
75～79歳
70～74歳
65～69歳
60～64歳
55～59歳
50～54歳
45～49歳
40～44歳
35～39歳
30～34歳
25～29歳
20～24歳
15～19歳
10～14歳
5～9歳
0～4歳

491
689

1,095
1,727
1,581
1,502
1,206
1,001
1,220
1,363
1,507
1,417
1,240
1,291
1,342
1,387
1,365
1,375
1,375

1,425
1,036

1,572
1,939
1,866

1,591
1,326
1,094
1,226
1,372
1,498
1,405
1,205
1,232
1,277
1,318
1,298
1,307
1,307

■R12(2030)年

（人）
3,000 2,000 1,000 1,000 2,000 3,0000 0

90歳以上
85～89歳
80～84歳
75～79歳
70～74歳
65～69歳
60～64歳
55～59歳
50～54歳
45～49歳
40～44歳
35～39歳
30～34歳
25～29歳
20～24歳
15～19歳
10～14歳
5～9歳
0～4歳

222
577

1,177
1,257
1,256
1,365
1,588

2,158
1,817
1,643
1,281
1,040
1,251
1,386
1,525
1,431
1,249
1,297
1,346

661
909

1,574
1,551
1,431
1,382
1,833
2,120
1,974

1,655
1,366
1,116
1,242
1,384
1,507
1,411
1,209
1,234
1,279

■R22(2040)年

（人）
3,000 2,000 1,000 1,000 2,000 3,0000 0

90歳以上
85～89歳
80～84歳
75～79歳
70～74歳
65～69歳
60～64歳
55～59歳
50～54歳
45～49歳
40～44歳
35～39歳
30～34歳
25～29歳
20～24歳
15～19歳
10～14歳
5～9歳
0～4歳

1,239
1,220
1,263
1,293
1,765
2,064
1,933

1,631
1,353

1,110
1,237
1,380
1,504
1,409
1,208
1,233
1,278
1,319
1,299

466
726
942

1,155
1,435

2,021
1,738
1,597
1,258
1,029
1,241
1,378
1,517
1,425
1,246
1,296
1,344
1,388
1,366

■R2(2020)年

（人）
3,000 2,000 1,000 1,000 2,000 3,0000 0

90歳以上
85～89歳
80～84歳
75～79歳
70～74歳
65～69歳
60～64歳
55～59歳
50～54歳
45～49歳
40～44歳
35～39歳
30～34歳
25～29歳
20～24歳
15～19歳
10～14歳
5～9歳
0～4歳

110
311

604
1,047

1,602
1,484
1,378
1,444
1,645

2,202
1,821
1,632
1,264
1,025

1,240
1,373
1,507
1,408
1,227

450
579
793
1,182

1,795
1,646
1,465
1,399
1,853
2,127
1,962

1,633
1,344

1,097
1,226
1,367
1,488
1,388
1,187

■Ｈ27（2015）年

（人）
3,000 2,000 1,000 1,000 2,000 3,0000 0

90歳以上
85～89歳
80～84歳
75～79歳
70～74歳
65～69歳
60～64歳
55～59歳
50～54歳
45～49歳
40～44歳
35～39歳
30～34歳
25～29歳
20～24歳
15～19歳
10～14歳
5～9歳
0～4歳

384
512
723
924
1,237

1,821
1,663
1,461
1,424
1,873
2,141

1,872
1,600

1,272
1,184
1,446
1,389
1,492
1,363

110
225
474
772

1,165
1,699
1,575
1,404
1,484
1,697

2,164
1,846
1,532
1,205
1,151

1,467
1,446
1,529
1,400男性 女性

男性 女性

男性 女性 男性 女性

男性 女性

男性 女性
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第２部 総合戦略
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第２部 総合戦略 Ⅰ．策定趣旨 Ⅱ．第2期総合戦略の基本的な考え方

全国的に人口減少社会の到来、東京への一極集中などが問題とされる中、わが国においては、平成27（2015）年度を初年度
とする「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、地方創生の取組により、活力ある日本社会の維持、地方からの日本の創
生を目指した戦略を推進しています。
那珂川市においても、国の示す「地方創生」の実現に向け、「那珂川町まち・ひと・しごと創生 人口ビジョン・総合戦略」（以下、
「第１期総合戦略」という。）を平成28（2016）年3月に策定し、地方創生に資する各種施策を推進してきました。
本年度（令和元（2019）年）は、第１期総合戦略の計画期間の最終年度となることから、地方創生の更なる深化、将来の社会
的変化を見据えた、那珂川市の事業展開を図るため、第2期那珂川市まち・ひと・しごと創生－人口ビジョン・総合戦略（以下、
「第2期総合戦略」という。）を策定するものです。

策定の趣旨1

第２期総合戦略の期間は、令和2（2020）年度～令和6（2024）年度までの5年間とします。なお、社会環境の変化、施策の進
捗など状況変化があった場合は、必要に応じて見直すものとします。

第2期総合戦略の期間3

第2期総合戦略の位置づけ2

第２期総合戦略は、まち・ひと・しごと創生法第10条に基づく「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置付けるもので
あり、国・県の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を勘案して策定するものです。
また、第２期総合戦略は、那珂川市における人口の現状と今後の展望を示した「第2期那珂川市人口ビジョン」を踏まえて策
定しています。

（1） 国の総合戦略との関係

那珂川市では、令和3（2021）年度から10年間を計画期間とする「那珂川市総合計画」を策定しています。総合計画は総合的
かつ計画的な行政の運営を図るための最上位計画であり、今後のまちづくりの方向性を示すとともに那珂川市のすべての
行政分野における計画の指針となります。
総合計画が那珂川市の総合的な振興・発展などを目的とするのに対し、総合戦略は長期的な視点に立って、人口減少・超高
齢化という我が国が直面する大きな課題に対し、那珂川市の特性を活かした自律的で持続的な社会を創生することを目的と
するものです。

（2） 那珂川市総合計画との関係

Ⅰ．策定趣旨
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国の「第2期まち・ひと・しごと創生基本方針2019」では、第１期総合戦略の4つの基本目標については基本的に維持しつつ、
「第2期における新たな視点」も踏まえ、必要な見直しを行うものとされています。特に、現時点では効果が十分に発現するま
でに至っていない「2.地方への新しいひとの流れをつくる」及び「3.若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」につい
ては、その取組のより一層の充実・強化を行うこととしています。

国の第2期まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本方針

第2期まち・ひと・しごと創生総合戦略における新たな視点

１．稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする
２．地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる
３．結婚・出産・子育ての希望をかなえる
４．ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる

1

【国の第2期まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本方針】

Ⅱ．第2期総合戦略の基本的な考え方

４つ
基本目標

【地方創生版・三本の矢】 情報支援、人材支援、財政支援

第１期まち・ひと・しごと創生総合戦略のより一層の充実・強化

◆将来的な地方移住にもつながる「関係人口」の創出・拡大
◆企業や個人による地方への寄附・投資などを用いた地方への
資金の流れの強化

◆Society5.0の実現に向けた技術の活用
◆SDGsを原動力とした地方創生
◆「地方から世界へ」

◆地方創生の基盤をなす人材に焦点を当て、掘り起こしや育成、
活躍を支援

◆地方公共団体に加え、NPOなどの地域づくりを担う組織や企
業と連携

◆女性、高齢者、障がい者、外国人など誰もが居場所と役割を持
ち、活躍できる地域社会を実現

◆地域の経済社会構造全体を俯瞰して地域をマネジメント

（１）地方へのひと・資金の流れを強化する

（２）新しい時代の流れを力にする

（３）人材を育て活かす

（４）民間と協働する

（５）誰もが活躍できる地域社会をつくる

（６）地域経営の視点で取り組む
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第２部 総合戦略 Ⅱ．第2期総合戦略の基本的な考え方

国の第2期まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本方針を受け、那珂川市では以下の3つの基本方針のもと、切れ目のない取
組を進めます。

第2期総合戦略の基本的視点2

（1） 第2期総合戦略の基本方針

那珂川市では、第2期総合戦略を進めるにあたって、以下の基本的な視点に立ち、取組を推進します。

1．第１期総合戦略の総仕上げ

国が示す政策５原則（①自立性、②将来性、③地域性、④直接性、⑤結果重視）を踏まえ、那珂川市における人口特性の
改善と生活環境の魅力化を図るため、第１期総合戦略の取組を切れ目なく推進します。

2．地方創生の深化に向けた施策の推進

国が掲げる政策パッケージに沿い那珂川市の取組を深化させる施策展開のほか、社会的変化を見据えた取組につい
て検討し、那珂川市の強みや特色に磨きをかける施策を推進します。

3．成果（アウトカム）を重視した目標設定

経済・社会の実態に関する分析を行い、EBPM（確かな根拠に基づく政策立案）の考え方の下、中長期的な視野で改善
を図っていくためのPDCAサイクルを確立します。
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SDGs（「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略）とは、平成27（2015）年の国連サミットにお
いて採択されたもので、「持続可能な開発目標」として、貧困や飢餓、さらには気候変動や平和など広範な分野にわたって17
の目標が設定されています。その理念は「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、開発途上国のみならず先進国も含め
全ての国や関係者の役割を重視し、経済・社会及び環境の3領域を不可分なものとして調和させる統合的取組について合意
されたものです。
国では世界の流れを踏まえ、令和12（2030）年の目標年限に向け、持続可能な開発目標となるSDGs を推進しており、第2
期総合戦略においても、「SDGsを原動力とした地方創生」を新たな戦略方向として示しています。
那珂川市においても、誰一人取り残さない社会の実現を目指すSDGsの理念を踏まえ、市の実情に応じたSDGsの目標を
取り入れた持続可能な社会づくりが求められています。

以上をふまえ、第2期総合戦略では、自治体におけるSDGsの推進の視点にたち、各施策に関連するSDGsの目標（アイコン）
を示し、「SDGsの推進に向けた戦略方向」を設定しています。

（2） SDGsの視点を取り入れた地方創生の推進

【SDGsの17の目標】
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第２部 総合戦略 Ⅱ．第2期総合戦略の基本的な考え方

【SDGsの目標から見た、第2期総合戦略の施策一覧】

あらゆる年齢のすべての人々の健康的
な生活を確保し、福祉を推進する

SDGsの目標と考え方

すべての人に健康と福祉を

ジェンダー（性別）の平等を達成し、すべて
の女性と女児の社会的権利向上を図る

ジェンダー平等を実現しよう

すべての人々のための包括的かつ持続可
能な経済成長、雇用及び働きがいのある
仕事づくりを推進する

働きがいも経済成長も

強靭なインフラを整備し、持続可能な産業
化を推進するとともに、技術革新の拡大を
図る

産業と技術革新の基盤をつくろう

国内および国家間の不平等を是正する
人や国の不平等をなくそう

都市を包摂的、安全、強靭かつ持続可能
にする

住み続けられるまちづくりを

気候変動とその影響に立ち向かうため、
緊急対策を取る

気候変動に具体的な対策を

森林の持続可能な管理、砂漠化への対
処、土地劣化の阻止及び逆転、並びに生
物多様性の損失の阻止を図る

陸の豊かさも守ろう

持続可能な開発に向けてグローバル・
パートナーシップを活性化する

パートナーシップで
目標を達成しよう

第2期那珂川市まち・ひと・しごと創生総合戦略との関連性
基本目標 施策

3．結婚・出産・子育ての希望をかな
える

3．結婚・出産・子育ての希望をかな
える

１．稼ぐ地域をつくるとともに、安心
して働けるようにする

２．地方とのつながりを築き、地方へ
の新しいひとの流れをつくる

4．ひとが集う、安心して暮らすこと
ができる魅力的な地域をつくる

１．稼ぐ地域をつくるとともに、安心
して働けるようにする

3．結婚・出産・子育ての希望をかな
える

２．地方とのつながりを築き、地方へ
の新しいひとの流れをつくる

4．ひとが集う、安心して暮らすこと
ができる魅力的な地域をつくる

１．稼ぐ地域をつくるとともに、安心
して働けるようにする

１．稼ぐ地域をつくるとともに、安心
して働けるようにする

２．地方とのつながりを築き、地方へ
の新しいひとの流れをつくる

4．ひとが集う、安心して暮らすこと
ができる魅力的な地域をつくる

２．地方とのつながりを築き、地方へ
の新しいひとの流れをつくる

4．ひとが集う、安心して暮らすこと
ができる魅力的な地域をつくる

■都市圏からの若年層・若年世帯の移住を促
進する

■都市圏からの若年層・若年世帯の移住を促
進する

■起業サポートと交流の場を提供する

■農業に関する新たな働く場の創出、働く場の
拡大と安定、U・I・Jターン移住者の誘導によ
る就農促進

■林業サイクルの確立と山林資源活用による
里地・里山の景観形成を強化する

■都市圏からの新しい人の流れをつくり地域
資源を活かした観光を開発する

■新たな提案制度の構築と協働コーディネー
ション体制の整備

■起業サポートと交流の場を提供する

■農業に関する新たな働く場の創出、働く場の
拡大と安定、U・I・Jターン移住者の誘導によ
る就農促進

■林業サイクルの確立と山林資源活用による
里地・里山の景観形成を強化する

■都市圏からの若年層・若年世帯の移住を促
進する

■地域資源を活かした「農あるくらし」の拠点形
成、市外からの交流の促進

■移住・定住の環境づくりを強化する

■市街地・住宅地のブランディングを行う

■林業サイクルの確立と山林資源活用による
里地・里山の景観形成を強化する

■農業に関する新たな働く場の創出、働く場の
拡大と安定、U・I・Jターン移住者の誘導によ
る就農促進

■林業サイクルの確立と山林資源活用による
里地・里山の景観形成を強化する

■都市圏からの新しい人の流れをつくり地域
資源を活かした観光を開発する

■地域資源を活かした「農あるくらし」の拠点形
成、市外からの交流の促進

■移住・定住の環境づくりを強化する

■市街地・住宅地のブランディングを行う

■都市圏からの新しい人の流れをつくり地域
資源を活かした観光を開発する

■地域資源を活かした「農あるくらし」の拠点形
成、市外からの交流の促進

■移住・定住の環境づくりを強化する

■市街地・住宅地のブランディングを行う

■新たな提案制度の構築と協働コーディネー
ション体制の整備
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第2期総合戦略では、基本目標の達成に向け、市全体に関わる基本的な戦略方向を示すとともに、第１期総合戦略に引き続
き、市内の戦略的小拠点として、広域交通及び地域内交通の結節点や文化・商業施設の集積または自然環境に位置する集客
施設に類する以下の拠点を設定し、各拠点の個別的戦略方向を示します。

（3） 戦略的小拠点の設定

戦略的小拠点①
戦略的小拠点②
戦略的小拠点③
戦略的小拠点④
戦略的小拠点⑤
戦略的小拠点⑥

JR博多南駅及び周辺
道善交差点周辺
ミリカローデン那珂川及び周辺
那珂川市役所及び周辺
山田交差点周辺
国道385号南部（共栄橋～中ノ島公園、筑紫耶馬渓～グリーンピアなかがわ・五ケ山ダム周辺）

【戦略的小拠点】

①JR博多南駅及び周辺

②道善交差点周辺
③ミリカローデン那珂川及び周辺

⑥中ノ島公園

⑥筑紫耶馬溪

⑥グリーンピアなかがわ

④那珂川市役所
　及び周辺

⑥共栄橋周辺

⑤山田交差点周辺

戦略的小拠点
戦略的小拠点1000m圏

凡例

0N 2 4 1:60,000

⑥五ケ山ダム周辺
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第２部 総合戦略 Ⅲ．第2期総合戦略具体的施策【施策体系図】

Ⅲ．第2期総合戦略具体的施策　【施策体系図】

人口の将来展望 基本目標 主　　な　　　　　　　　施　　策

１．稼ぐ地域をつくるととも
に、安心して働けるように
する
■就労機会の創出と多様
化

起業サポートと交流の場を提供する

２．地方とのつながりを築
き、地方への新しいひと
の流れをつくる
■豊かな自然環境・田園環
境を活用した新しい人の
流れの創造
■中山間地域の振興

３．結婚・出産・子育ての希
望をかなえる
■子育て世帯にもやさしい
様 な々サービスの支援

４．ひとが集う、安心して暮
らすことができる魅力的な
地域をつくる
■まちの魅力がわかりやす
い骨格・戦略的小拠点
の形成

総　　　　　合　　　　　　　戦　　　　　略

2030年に

51,705人
（ピーク人口）

2060年に

48,994人
※2025年までに出生率
1.8、2035年に2.07に

上昇する仮定

人口ビジョン

農業に関する新たな働く場の創出、
働く場の拡大と安定、U・I・Jターン
移住者の誘導による就農促進

林業サイクルの確立と山林資源活用による
里地・里山の景観形成を強化する

都市圏からの新しい人の流れをつくり
地域資源を活かした観光を開発する

地域資源を活かした「農あるくらし」の
拠点形成、市外からの交流の促進

移住・定住の環境づくりを強化する

都市圏からの若年層・
若年世帯の移住を促進する

市街地・住宅地のブランディングを行う

新たな提案制度の構築と
協働コーディネーション体制の整備
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主　　な　　　　　　　　施　　策 KPI（重要業績評価指標） SDGs

●「創業塾」の開催

●所有権の移転、利用権の設定による
農地集積

●新規就農、就農希望者を確保するた
めの企画実施

●基本方針に基づく林業サイクルの
確立

●市産材の利用促進

●観光に関する基本方針策定

●満足度の高い農業体験農園などの開
設を検討

●移住促進に関するイベントなどの実施

●子育て支援に関するネットワーク作り

●建替やリノベーションなどによる市街地・
住宅地や緑化による良好な都市景観形成
の促進

●地域課題の解決に協働で取り組むため
の事業企画提案を行う制度の見直し

●多様な主体をつなぐコーディネーション
の役割を担うために必要な体制の整備

●創業者数：（H30実績：13人）０人⇒累計50人
●創業塾の受講者数：（H30累計：90人）０人
　⇒累計75人

●新たな認定新規就農者：（H30累計：7人）０
人⇒累計５人

●認定農業者・認定新規就農者への農地の集
積率：16.1％⇒18.0％

●那珂川市の特産品の販路拡大（特産品の取
り扱い店舗数）：（H30実績：10店舗）０店舗
⇒５店舗

●森林組合出荷量：2,917㎥／年
　⇒3,000㎥／年
●市産材を利用した事業件数：
　（H30累計：16件）０件
　⇒累計13件

●休日滞在人口：33,806人／年
　⇒36,398人／年

●農業体験プログラムの実施件数：0件
　⇒１件

●移住促進イベントなどへの参加者数：（H30累
計：367人）０人⇒累計400人

●移住促進事業による南畑地区への移住世帯
数：（H30累計：11世帯）０世帯⇒累計15世帯

●待機児童数：63人（平成31年4月1日）
　⇒０人（令和6年4月1日）
●「子育てしやすい市」だと思う小学生以下の
保護者の割合：85.9％⇒90.0％

●既存宅地再編誘導件数：０件⇒累計２件

●まちの底力応援補助金交付後も継続して
活動している団体数：（H30累計：11団体）
０団体⇒累計１団体

総　　　　　合　　　　　　　戦　　　　　略
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【就労機会の創出と多様化】

稼ぐ地 域をつくるとともに、    安 心して働けるようにする
基本目標

1

稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする
【就労機会の創出と多様化】

起業サポートと交流の場を提供する施策1-1

施策1-2

施策1-3

農業に関する新たな働く場の創出、働く場の拡大と安定、
U・I・Jターン移住者の誘導による就農促進

林業サイクルの確立と山林資源活用による里地・里山の
景観形成を強化する

JR博多南駅前ビルが位置する戦略的小拠点①における起業育成
支援を拡大します。

戦略的小拠点の
戦略方向

○創業への支援、農林業の働く場の創出などによる市内における
多様な就業機会の創出を目指します。

○市内の産業基盤を充実し、安定した雇用を確保することで、市外
からの労働人口が流入するとともに、市外への就業に起因した人
口流出が抑制されます。

○多様な就業機会を創出することで、女性や高齢者の働ける環境
が充実します。

めざす戦略目標

戦略実現
による成果

基本目標１の基本的方向

施策体系

第２部 総合戦略 Ⅲ．第2 期総合戦略具体的施策
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稼ぐ地域をつくるとともに、    安 心して働けるようにする

施策１-１

農業に関する新たな働く場の創出、働く場の拡大と安定、
U・I・Jターン移住者の誘導による就農促進

●起業や創業は、まちに新たな産業や雇用の創出をもたらすことが期待されることから、商工会や金融機関などと
連携し、起業・創業希望者のための創業塾を引き続き開催するほか、創業者の幅広い交流機会やフォローアップ
の充実を図ります。

●市内の地場産業の事業承継が課題となっている中、市内の企業と起業家との交流機会をつくることで、地場産
業のイノベーションを活性化させます。

●福岡市や東京などの大都市圏から市内への「ひと」や「しごと」の流れを促すため、Society5.0の到来を見据え
た、成長の可能性が期待できるICT企業などのサテライトオフィスの誘致を検討します。

施策の基本的方向

ＳＤＧｓ推進にあたっての戦略方向

具体的事業

KPI（重点業績評価指標）

創業塾の開催

商工会との連携による創業
塾を引き続き開催するとと
もに、創業後の本格的な事
業化に向け、個別のフォロー
アップを充実します。

博多南駅前ビルを
活かした創業機会の拡大
起業育成の拠点である博多
南駅前ビル（戦略的小拠点
①）の活動を拡大し、幅広い
交流機会を創出します。

地場産業の
イノベーション支援

地場産業のイノベーション
を支援するため、市内の企
業と市内外の起業家・金融
機関とマッチングする交流
機会をつくります。

指標８：働きがいも経済成長も
　■新たな起業や地場産業の活性化による地域の雇用をつくります。

指標９：産業と技術革新の基盤をつくろう
　■起業サポートによる社会変化をとらえた新たな市内産業の技術革新を拡大します。

起業サポートと交流の場を提供する

創業者数（人）

創業塾の受講者数（人）

実績値（H27～H30）

13人

累計90人

目標値（R2～R6）

累計50人

累計75人

基準値（R2)

0人

0人
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第２部 総合戦略 Ⅲ．第2 期総合戦略具体的施策

施策１-2

農業に関する新たな働く場の創出、働く場の拡大と
安定、U·I·Jターン移住者の誘導による就農促進

●那珂川市の農業は、従事者の高齢化が進み、新規就農者の確保が課題となっており、新規就農者や就農希望者
の育成・確保・定着を図るとともに、農地集積に取り組みます。

●農業の生産性を高めるため、付加価値の高い産品の開発・販売を拡大するとともに、農業委員会の意見を踏ま
え、Society5.0の到来を見据えた成長戦略を調査・研究します。

施策の基本的方向

ＳＤＧｓ推進にあたっての戦略方向

具体的事業

指標８：働きがいも経済成長も
　■農業の担い手不足を解消し、生産性を高めることで持続可能な産業として活性化します。

指標９：産業と技術革新の基盤をつくろう
　■新しい技術や人材の導入による付加価値の高い「儲かる農業」を育てます。

指標15：陸の豊かさも守ろう
　■農業の振興により自然資源の持続可能な管理を行います。

KPI（重点業績評価指標）

新たな認定新規就農者（人）

認定農業者・認定新規就農者への農地の集積率（％）

那珂川市の特産品の販路拡大（特産品の取り扱い店舗数）（店舗）

実績値（H27～H30）

累計7人

16.1％

10店舗

累計5人

18.0％

5店舗

目標値（R2～R6）

0人

16.1％

0店舗

基準値（R2)

所有権の移転、利用権の設定
などによる農地集積

新規就農希望者に対し、農業委員会及び農地利
用最適化推進委員と連携し空き農地を紹介する
ことで、農地の集積率向上を目指します。

新規就農、
就農希望者確保の企画実施

新規就農者や就農希望者の確保につながる施策
を企画・実施するとともに、「人・農地プラン」を
作成し、計画的な事業推進を図ります。

特産品のPR・販路拡大

やまももやヤーコンなどの特産品の開発に努め
るとともに、ふるさと納税への活用や市内直売
施設での販売により、ブランド産品の情報発信・
販路拡大を進めます。

農福連携の推進

障がい者や高齢者の働く場として農業従事者と
福祉団体などとの連携により、農福連携を推進し
ます。
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基本目標１●稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする

施策１-3

●公共施設における木材使用や切り捨て間伐材の利用を促進し、林業分野への就業を推進する林業サイクルを確
立します。

施策の基本的方向

ＳＤＧｓ推進にあたっての戦略方向

具体的事業

指標８：働きがいも経済成長も
　■環境と産業の両面から林業の担い手人材を確保します。

指標９：産業と技術革新の基盤をつくろう
　■環境保全の視野にたった林業経営を見直し、持続可能な産業として活性化します。

指標13：気候変動に具体的な対策を
　■森林の適正な保全と活用により、自然災害の適応力を強化し、地球温暖化対策に貢献します。

指標15：陸の豊かさも守ろう
　■林業の振興により森林資源の持続可能な管理を行います。

KPI（重点業績評価指標）

森林組合出荷量（㎥／年）

市産材を利用した事業件数（件）

実績値（H27～H30）

2,917㎥／年

累計16件

3,000㎥／年

累計13件

目標値（R2～R6）

2,917㎥／年

0件

基準値（R2)

林業サイクルの確立

「那珂川市内の公共建築物などにおける木材の
利用の促進に関する方針」に基づき、公共施設の
市産材の利用量の増加を目指します。

市産材の利用促進

関係団体と協力し、市産材の利用に対する普及
啓発活動を実施し、事業への参加者の拡大を図
ります。

林業サイクルの確立と山林資源活用による
里地・里山の景観形成を強化する
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第２部 総合戦略 Ⅲ．第2 期総合戦略具体的施策

【豊かな自然環境・田園環境を活用した新しい人の流れの創造】【中山間地域の振興】

地 方とのつながりを築き、地    方 への新しいひとの流れをつくる
基本目標

2

地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる
【豊かな自然環境・田園環境を活用した新しい人の流れの創造】
【中山間地域の振興】

移住・定住の環境づくりを強化する

地域資源を活かした「農あるくらし」の拠点形成、
市外からの交流の促進

都市圏からの新しい人の流れをつくり
地域資源を活かした観光を開発する

戦略的小拠点⑤・⑥を活かした多彩な交流活動を展開するととも
に、移住を可能とする可住地形成を検討します。

戦略的小拠点の
戦略方向

○地域資源を活かした多様な交流活動により、人の流れをつくり、
滞在者とのつながりを深めることで移住者や関係人口の拡大を
図ります。

○地域の豊かな自然環境・田園環境を活かした幅広い交流活動を
展開することで、那珂川市の魅力を市内外に発信し、市内の滞在
人口が増えます。

○滞在人口の増加にあわせ、市外の移住に関心をもつ人との定期
的な交流によるつながりを深め、移住・定住のきっかけとなる関
係人口が増えます。

めざす戦略目標

戦略実現
による成果

基本目標2の基本的方向

施策体系

施策2-１

施策2-2

施策2-3
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地方とのつながりを築き、地    方 への新しいひとの流れをつくる

施策2- 1

都市圏からの新しい人の流れをつくり
地域資源を活かした観光を開発する

●観光による休日滞在人口の拡大のため、グリーンピアなかがわを含む五ケ山クロスを起点に自然などの地域資源
を活かしたアウトドアツーリズムを推進し、観光客の滞在時間の延伸と観光消費の拡大を目指した観光産業の振
興を図ります。

●自然資源を活かした観光の拡大により、都市圏から那珂川市を訪れるリピーターを増やし、地域と来訪者とのつな
がりを深めることで、関係人口となる那珂川ファンを拡大します。

●Society5.0の到来を見据え、最新技術を活用した観光資源の付加価値向上、情報発信機能の強化を検討します。

施策の基本的方向

ＳＤＧｓ推進にあたっての戦略方向

具体的事業

KPI（重点業績評価指標）

観光情報の発信
観光ルートマップやリーフレット、
SNS・HPなどを活用して観光に関
する情報発信し、那珂川市の観光の
魅力を印象づける訴求力のある地
域ブランディングを確立します。博
多南駅前ビルについては、市の東
の玄関口として、情報・交流の発信
拠点としての機能強化を図ります。

体験テーマ型
ツーリズムの実施

豊かな自然を楽しむトレッキング
やサイクリングなどのアウトドア
ツーリズムを中心に、主要施設周
辺及び生産地、景勝地での体験
テーマ型ツーリズムの検討を進め
ます。

五ケ山クロスを核とした
宿泊滞在型観光の推進
グリーンピアなかがわを含む五ケ
山クロスを起点に市内の観光拠点
や施設を周遊する宿泊滞在型観光
を展開します。また、観光連携協定
を結ぶ吉野ヶ里町との連携による
広域的なアウトドアツーリズムの
展開を検討します。

指標８：働きがいも経済成長も
　■市内の観光需要を増やすことで、商品・サービスの消費を生み出し、雇用の拡大を図ります。

指標15：陸の豊かさも守ろう
　■自然資源を活かした観光振興により、市内外に自然の豊かさを発信します。

指標17：パートナーシップで目標を達成しよう
　■官民が連携した観光開発を進めるとともに、観光による人の流れをつくることで多様な主体の連携を広げます。

休日滞在人口の増加（人／年）
実績値（H27～H30）

33,806人／年

基準値（R2)

33,806人／年

目標値（R2～R6）

36,398人／年

都市圏からの新しい人の流れをつくり
地域資源を活かした観光を開発する
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第２部 総合戦略 Ⅲ．第2 期総合戦略具体的施策

施策2 - 2

●農業体験などの定期的な交流活動を通じて、市外者とのつながりを深め、「関係人口」を増やすことで、市外か
らの新たなひとの流れをつくります。

施策の基本的方向

ＳＤＧｓ推進にあたっての戦略方向

具体的事業

指標11：住み続けられるまちづくりを
　■地域資源を活かした交流人口、関係人口を増加させることで、持続可能な社会をつくります。

指標15：陸の豊かさも守ろう
　■自然への関心の高い人材との交流やつながりを広げることで自然の豊かさを守ります。

指標17：パートナーシップで目標を達成しよう
　■自然に関心をもつ市外者などからの人材交流を広げ、パートナーシップを高めます。

KPI（重点業績評価指標）

農業体験プログラムの実施件数（件）

実績値（H27～H30）

0件 1件

目標値（R2～R6）

0件

基準値（R2)

農業体験を通じた定期的な市外者との交流活動の開催

市外者が市内での農作物収穫体験などの交流イベントを開催し、市へ来訪するリピーター
の拡大を目指します。

地域資源を活かした「農あるくらし」の拠点形成、
市外からの交流の促進
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基 本目標２●地方とのつながりを築き、地 方への新しいひとの流れをつくる

施策2 - 3

●南畑地区を中心とした中山間地域への移住・定住を増加させるため、首都圏や福岡都市圏をターゲットとした情
報発信と交流イベントを進めるとともに、移住交流促進センターが関係人口案内人となり、農業体験活動などの
定期的な交流機会を充実し、移住・定住へのきっかけとなる関係人口を増やします。

施策の基本的方向

ＳＤＧｓ推進にあたっての戦略方向

具体的事業

指標11：住み続けられるまちづくりを
　■人口が減少する中山間地域への移住・定住により人口を増加させることで、持続可能な社会をつくります。

指標15：陸の豊かさも守ろう
　■中山間地域の自然への関心の高い人材の移住・定住を促進し、自然の豊かさを守ります。

指標17：パートナーシップで目標を達成しよう
　■中山間地域に関心をもつ市外などからの人材の移住・定住を促し、新しい市民としてのパートナーシップを活
　　性化します。

KPI（重点業績評価指標）

移住・定住の環境づくりを強化する

移住・
定住イベントの実施

首都圏からの移住希望者や
福岡都市圏在住者をター
ゲットに南畑地区の住民な
どとの交流イベントを実施
します。

移住交流促進センターによる
移住促進活動の強化
移住交流促進センターによ
る南畑地区の移住に関する
情報発信・相談対応を行うと
ともに、移住可能な空家物件
に関する調査・掘り起しを進
めます。

移住希望者との
関係人口づくり

移住交流促進センターが関
係人口案内人となり、福岡都
市圏をターゲットに南畑地区
での農業活動などの定期的
な交流機会を進めます。

移住促進イベントなどへの参加者数（人）

移住促進事業による南畑地区への
移住世帯数（世帯）

実績値（H27～H30）

累計367人

累計11世帯

累計400人

累計15世帯

目標値（R2～R6）

0人

0世帯

基準値（R2)
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第２部 総合戦略 Ⅲ．第2 期総合戦略具体的施策

【子育て世帯にもやさしい様々なサービスの支援】

結 婚・出産・子 育ての希 望を   かなえる
基本目標

3

結婚・出産・子育ての希望をかなえる
【子育て世帯にもやさしい様々なサービスの支援】

戦略的小拠点②③④に位置する子育てに関連する施設などの
機能を充実します。

戦略的小拠点の
戦略方向

○若年層・若年世帯の移住を促進し、市の出生数・出生率を高め
ることを目標に、子育てしやすいまちとしての支援策の充実、子育
て施設や公園などの環境の充実を図ります。

○子育て世帯のニーズにあった子育て支援策などを提供し、安心し
て子どもを産み育てる環境が整備されることで、子育て世帯の転
入の増加、市内の若年世帯の出生数の増加が進みます。

めざす戦略目標

戦略実現
による成果

基本目標３の基本的方向

施策体系

都市圏からの若年層・若年世帯の移住を促進する施策3-1
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結婚・出産・子育ての希望を   かなえる

施策3-１

●妊娠から出産、子育てまでの切れ目のない包括的な支援により、若い世代が安心して産み・育てることができる子
育て支援環境を実現するとともに、子育て支援が必要な世帯へ届く情報発信を行います。

●女性が働きながら子育てのできる環境づくりを推進するため、ワークライフバランスや女性の活躍推進に取り組
む地元企業と連携し、女性の多様な働き方を支援します。

施策の基本的方向

ＳＤＧｓ推進にあたっての戦略方向

具体的事業

指標３：すべての人に健康と福祉を
　■切れ目のない子育て支援により母子の心身ともに健康な暮らしを支えます。

指標５：ジェンダー平等を実現しよう
　■ワークライフバランスを推進することで、主に女性が子育てと仕事の両立できる環境をつくり、
　　女性の社会的権利の向上を図ります。

指標10：人や国の不平等をなくそう
　■地域社会の中で、すべての子育て家庭が等しく安心・安全な暮らしができる環境をつくります。

KPI（重点業績評価指標）

待機児童数（4月1日現在）（人）

「子育てしやすい市」だと思う
小学生以下の保護者の割合（％）

実績値（H27～H30）

63人（※）

85.9%

目標値（R2～R6）

0人

90.0%

基準値（R2)

63人

85.9%

※平成31年4月1日時点

都市圏からの若年層・若年世帯の移住を促進する

切れ目のない
子育て支援の充実

妊娠・出産・子育てを一貫し
てサポートする体制による
切れ目のない子育て支援を
進めます。

子育て世帯に
届く情報発信

子育て世帯に対して必要な
子育て支援の情報が届けら
れるよう、母子手帳アプリや
SNSなどを活用した広報活
動を充実します。

ワークライフバランスの
推進

「仕事と子育ての両立」を積
極的に支援する企業を紹介
するなど、働きながら子育て
できる環境づくりに向けた取
組を検討します。
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